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公益財団法人 東京都区市町村振興協会 

  

 概  要  

 

東京都区市町村振興協会（以下「本協会」という。）は、東京都内の区市町村の健全な発展を図る

ために、市町村振興宝くじの収益金等を活用し、財政支援のための貸付事業など区市町村を支援する

事業を行い、もって都民福祉の増進に資することを目的として、昭和54年4月1日に財団法人として設

立された。その後、平成20年12月1日の公益法人制度改革三法の施行を機に、より透明で効率的な財団

運営を図るため、平成22年3月23日に東京都知事の認定を受け、同年4月1日から公益財団法人として活

動している。 

事業活動としては、市町村振興宝くじ（通称「サマージャンボ宝くじ」）の収益金を原資とする基

金を設け、災害対策事業や施設整備事業の資金として長期・短期の資金貸付を行うとともに、区市町

村が共同して行う各種の事業に対する助成や、区市町村の振興に関する情報提供事業を行っている。 

また、平成13年度から発売されている市町村振興宝くじ（通称「ハロウィンジャンボ宝くじ」）の

収益金を、各区市町村に交付している。 

 

 機  構  

 

１ 概 説 

役員の選任・解任、定款の変更等を決議する機関として評議員会を、業務執行の決定等を行う機

関として理事会を置き、理事長の下に事務局を設置している。 

また、理事の職務執行及び計算書類等を監査する機関として監事が置かれている。 

組組織織図図（（令令和和55年年44月月11日日現現在在））  

 

 

 

 

 

  

２ 評議員会 

評議員・理事及び監事の選任・解任、同職の報酬等の額・支給基準の決定、貸借対照表・正味財

産増減計算書及びこれらの附属明細書の承認、定款の変更等を決議する機関で、評議員6人で構成さ

れている。開催は、定時評議員会を毎事業年度終了後3か月以内に1回開催するほか、必要がある場

合に開かれる。評議員の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結時までである。 

評議員会 

監  事 

理 事 会 
  理事長・常務理事 

事務局長 次  長 
副参事 

出納役 参   事 
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評評議議員員会会開開催催状状況況（（令令和和４４年年度度））  

定時評議員会（令和4年6月28日） 

議案 

番号 
議   案 内     容 

1 
令和3年度決算報告の

件 

令和3年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目

録）を承認した。 

2 

評議員の任期満了に

伴う選任の件 

評議員の任期満了に伴い次の者を選任した。 

成澤廣修氏（文京区長） 

田中利周氏（文京区議会議長） 

永見理夫氏（国立市長） 

土方桂氏（東村山市議会議長） 

三 利弘氏（大島町長） 

坂上長一氏（大島町議会議長） 

3 

理事の任期満了に伴

う選任の件 

理事の任期満了に伴い次の者を選任した。 

山﨑孝明氏（江東区長） 

入澤幸氏（公益財団法人特別区協議会常務理事） 

石阪丈一氏（町田市長） 

渡部尚氏（東村山市長） 

杉浦裕之氏（瑞穂町長） 

武田康弘氏（東京都総務局行政部長） 

4 

監事の任期満了に伴

う選任の件 

監事の任期満了に伴い次の者を選任した。 

坂本義次氏（檜原村長） 

      木島暢夫氏（東京都総務局多摩島しょ振興担当部長） 

      中村元彦氏（公認会計士・税理士） 

 

  第1回臨時評議員会（令和5年3月28日）  

議案 

番号 
議   案 内     容 

1 
令和5年度事業計画書

の件 

令和5年度事業計画書を承認した。 

2 
令和5年度収支予算書

の件 

令和5年度収支予算書を承認した。 

3 
令和4年度収支予算書

（補正予算第1次）の件 

令和4年度収支予算書（補正予算第1次）を承認した。 

  

３ 理事会 

本協会の業務執行の決定、理事の職務の執行の監督、理事長及び常務理事の選任・解任を行う機

関で、理事6人で構成されている。評議員会の開催を理事会の決議により理事長が招集することから、

理事会は評議員会の開催前に開かれるほか、理事長が必要に応じて招集する。 

 

理理事事会会開開催催状状況況（（令令和和44年年度度））  

第1回理事会（令和4年6月13日）  

議案 

番号 
議   案 内     容 

1 
令和3年度事業報告の

件 

令和3年度の事業報告を承認した。 

三辻利弘氏
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2 
令和3年度決算報告の

件 

令和3年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目

録）を承認した。 

3 

評議員及び役員の任期

満了に伴う選任候補者

の推薦の件 

評議員及び役員の任期満了に伴い選任候補者として次のとおり推

薦することを決定した。 

・評議員選任候補者 

成澤廣修氏（文京区長） 

田中利周氏（文京区議会議長） 

永見理夫氏（国立市長） 

土方桂氏（東村山市議会議長） 

三 利弘氏（大島町長） 

坂上長一氏（大島町議会議長） 

・理事選任候補者 

山﨑孝明氏（江東区長） 

入澤幸氏（公益財団法人特別区協議会常務理事） 

石阪丈一氏（町田市長） 

渡部尚氏（東村山市長） 

杉浦裕之氏（瑞穂町長） 

武田康弘氏（東京都総務局行政部長） 

・監事選任候補者 

坂本義次氏（檜原村長） 

      木島暢夫氏（東京都総務局多摩島しょ振興担当部長） 

中村元彦氏（公認会計士・税理士） 

4 
令和4年度定時評議員

会の開催の件 

令和4年度定時評議員会の開催について決定した。 

 

第2回理事会（令和4年6月28日） 書面決議    

議案 

番号 
議   案 内     容 

1 理事長の選定の件 理事の中から山﨑孝明氏を理事長に選定した。 

2 常務理事の選定の件 理事の中から入澤幸氏を常務理事に選定した。 

3 
常務理事に事務局長の

職務を委嘱する件 

常務理事に事務局長の職務を委嘱する件を承認した。 

 

第3回理事会（令和5年2月8日） 

議案 

番号 
議   案 内     容 

1 
令和5年度区市町村振

興共同事業助成の件 
令和5年度区市町村振興共同事業への助成を決定した。 

2 
令和5年度事業計画書

の件 
令和5年度事業計画書を決定した。 

3 
令和5年度収支予算書

の件 
令和5年度収支予算書を決定した。 

4 
令和4年度収支予算書

（補正予算第1次）の件 
令和4年度収支予算書（補正予算第1次）を決定した。 

5 
令和4年度第1回臨時評

議員会の開催の件 
令和4年度第1回臨時評議員会の開催について決定した。 

 

三辻利弘氏
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４ 役員及び職員 

本協会の役員は、理事長、常務理事、理事4人及び監事3人で構成され、役員の任期は選任後2年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結時までである。 

 

(1) 理事長・常務理事及び理事 

理事長及び常務理事は、理事会の決議により理事の中から選定する。理事長は、本協会を代表

し、その業務を執行する。常務理事は、理事長を補佐して業務を執行し、理事長に事故があると

き又は欠けたときは、その職務を代行する。理事長及び常務理事は、一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律上の代表理事となっている。理事は、本協会の職務を執行する。 

 

(2) 監 事 

監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより監査報告を作成する。 

また、いつでも理事等に対して事業報告を求め、業務及び財産状況を調査する権限がある。 

令和元年度の事業執行状況、会計処理、収支決算及び財産状況等については、令和2年5月28日

に監事会を開催し、監査を行った。監査の結果は次のとおりであった。 

 

ア 事業報告等の監査結果 

（ア）事業報告は、法令及び定款に従い、当協会の状況を正しく示しているものと認めます。 

（イ）理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 

 

イ 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果 

    計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、当協会の財産及び正味財産の増減の状況を

すべて重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 

ウ 資金収支計算書の監査結果 

資金収支計算書は、当協会の資金収支の状況をすべて重要な点において適正に示しているもの

と認めます。 

 

(3) 職 員 

事務局には、事務局長及び所要の職員を置いている。事務局長は、理事長が理事会の承認を得

て任免し、事務局長以外の職員は、理事長が任免している。 

現在、事務局長は常務理事が兼務し、職員は公益財団法人特別区協議会との業務支援に関する

協定により、同協議会職員（12人）が兼務している。 
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 財  政   

 

１ 概 説 

本協会の財源は、市町村振興宝くじ(通称「サマージャンボ宝くじ」及び「ハロウィンジャンボ宝

くじ」）の発売収益に係る東京都からの交付金である。 

  なお、令和４年から新たに販売されたインターネット専用全国自治宝くじ（クイックワン）の 8

月及び9月発売回の収益金が「サマージャンボ」及び「ハロウィンジャンボ」と同様に配分された。 

 

２ サマージャンボ宝くじに係る交付金 

サマージャンボ宝くじは、その収益金を区市町村振興の財源に充てることを目的として、昭和54

年に設けられ、毎年7月に発売されている。交付金は、収益金を都道府県ごとに団体（区市町村）数、

人口及び売上高(各都道府県における売上高）を3分の1ずつの割合で算出して配分し、各都道府県か

ら交付される。 

①令和４年度サマージャンボ等東京都交付金 2,666,306,958円 

 ✤内訳 ・サマージャンボ・ジャンボミニ 2,508,835,391円 

     ・前年度時効金 102,099,449円 

     ・クイックワン8月発売回 55,372,118円 

②一般財団法人全国市町村振興協会への納付額（10％） 266,630,692円 

③実収入 2,399,676,266円 

④発売時期 

 ・サマージャンボ・サマージャンボミニ：令和４年7月5日～8月5日 

 ・クイックワン8月発売回       ：令和4年8月1日～8月31日 

 

３ ハロウィンジャンボ宝くじに係る交付金 

ハロウィンジャンボ宝くじ（平成29年度に「オータムジャンボ宝くじ」から改称）は、その収益

金を区市町村へ全額交付することを目的として、平成13年度より設けられ、毎年10月頃に発売され

ている。交付金は、サマージャンボ宝くじと同様の方法で、各都道府県から交付される。 

①令和4年度ハロウィンジャンボ等東京都交付金 1,536,059,897円 

 ✤内訳 ・ハロウィンジャンボ・ハロウィンミニ 1,447,365,715円 

     ・前年度時効金 47,807,972円 

     ・クイックワン9月発売回 40,886,210円 

②預金利息収入 2,818円 

  ③62区市町村への交付日  令和5年3月6日 

   ①+②の合計額（1,536,062,715円）を各区市町村に均等に配分する均等割及び10月1日現在の人

口数に応じて配分する人口割を2分の1ずつの割合で62区市町村に交付した。 

  ④発売時期 

 ・ハロウィンジャンボ・ハロウィンミニ：令和４年9月21日～10月21日 

 ・クイックワン9月発売回       ：令和4年9月1日～9月30日 

 

４ 会 計 

本協会の会計は、公益法人会計基準（「平成20年基準」内閣府公益認定等委員会・平成20年4月11

日制定）に基づき、公益目的事業会計と法人会計に区分して処理している。 

令和4年度予算（資金収支計算ベース）は次表のとおりである。 
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(1) 公益目的事業会計 

                                                      （単位：千円） 

区    分 令和５年度予算額 令和４年度予算額 増△減額 

Ⅰ 事業活動収支の部 

１ 事業活動収入 

    基本財産運用収入 

    特定資産運用収入 

    貸付金償還収入 

    交付金等収入 

  雑収入 

 事業活動収入計       a 

２ 事業活動支出 

  ① 事業費支出 

  ② 管理費支出 

事業活動支出計    ｂ 

事業活動収支差額 Ａ（a-b） 

Ⅱ 投資活動収支の部 

１ 投資活動収入 

特定資産取崩収入 

投資活動収入計         c 

２ 投資活動支出 

特定資産積立支出 

投資活動支出計         ｄ 

    投資活動収支差額 Ｂ（c-d） 

Ⅲ 財務活動収支の部 

財務活動収入計         e 

財務活動支出計         f 

   財務活動収支差額  Ｃ（e-f） 

Ⅳ 予備費支出           Ｄ 

 当期収支差額  Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ 

前期繰越収支差額 

次期繰越収支差額 

 

 

0 

280,631 

14,289,221 

4,065,632 

2 

 

 

0 

264,946 

14,430,165 

4,459,042 

2 

 

 

0 

15,685 

△140,944 

△393,410 

0 

18,635,486 19,154,155 △518,669 

 

20,403,929 

0 

 

21,316,813 

0 

 

△912,884 

0 

20,403,929 21,316,813 △912,884 

△1,768,443 △2,162,658 394,215 

 

18,501,341 

 

19,200,402 

 

△699,061 

18,501,341 19,200,402 △699,061 

16,750,861 17,050,459 △299,598 

16,750,861 17,050,459 △299,598 

1,750,480 2,149,943 △399,463 

 

0 

 

0 

 

0 

0 0 0 

0 0 0 

7,000 7,000 0 

△24,963 △19,715 △5,248 

24,963 19,715 5,248 

0 0 0 
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(2) 法人会計 

                                                                        （単位：千円） 

区    分 令和５年度予算額 令和４年度予算額 増△減額 

Ⅰ 事業活動収支の部 

１ 事業活動収入 

    基本財産運用収入 

    特定資産運用収入 

    貸付金償還収入 

    交付金等収入 

  雑収入     

 事業活動収入計       a 

２ 事業活動支出 

  ① 事業費支出 

  ② 管理費支出 

事業活動支出計      ｂ 

    事業活動収支差額 Ａ（a-b） 

Ⅱ 投資活動収支の部 

１ 投資活動収入 

特定資産取崩収入 

投資活動収入計         c 

２ 投資活動支出 

特定資産積立支出 

投資活動支出計         ｄ 

    投資活動収支差額 Ｂ（c-d） 

Ⅲ 財務活動収支の部 

財務活動収入計         e 

財務活動支出計         f 

   財務活動収支差額  Ｃ（e-f）

Ⅳ 予備費支出           Ｄ 

 当期収支差額  Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ 

 前期繰越収支差額 

次期繰越収支差額 

 

 

1 

26,671 

0 

274,466 

5 

 

 

1 

25,236 

0 

292,094 

5 

 

 

0 

  1,435 

0 

  △17,628 

0 

301,164 317,336 △16,172 

 

0 

301,164 

 

0 

317,336 

 

0 

  △16,172 

301,164 317,336    △16,172 

0 0 0 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0 

0 0 0 

 

0 

 

0 

 

0 

0 0 0 

0 0 0 

   

0 0 0 

0 0 0 

0 0 0 

1,000 1,000 0 

△1,000 △1,000 0 

1,000 1,000 0 

0 0 0 
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 事   業  

 

１ 概 説 

「東京都内の区市町村の健全な発展を図るために、市町村振興宝くじの収益金等を活用し、必要

な諸事業を行い、もって都民福祉の増進に資する」という本協会の目的を達成するために、区市町

村の財政支援のための貸付事業、市町村振興宝くじ交付金の交付事業、区市町村が共同して行う区

市町村の振興に資する事業への助成事業、区市町村の振興に関する情報提供事業を行っている。 

本協会の事業は、定款第4条第1項各号に定めている。 

２ 事 業 

(1) 区市町村に対する資金貸付事業 (定款第４条第１項第１号) 

サマージャンボ宝くじの発売に係る収益金の交付金を基金として積立て、区市町村に対し、災

害対策事業及び施設等整備事業の資金として、長期及び短期の資金貸付を行っている。 

令和5年度貸付（令和5年5月現在） 

   長期貸付 短期貸付 

予 算 額 110億円 50億円 

貸付対象事業 
・災害に関する事業  ・区市町村等における施設等整備事業（長期貸付にあっては、

地方債の起債に関して届出、同意又は許可がなされた事業） 

貸 付 条 件 

貸付期間 据置期間 利  率 利  率 

 5年以内 

10年以内 

15年以内 

20年以内 

1年以内 

2年以内 

3年以内 

3年以内 

 財政融資資金と貸付期

間等が同一条件の利率に

0.3を乗じた率（小数点第2

位四捨五入）を当該財政融

資資金の利率から減じて

得られた率とする。 

 ただし、当該財政融資資

金貸付金の貸付利率が

0.01％以上0.1％以下の場

合については、当該貸付利

率に、0.7を乗じて得られ

た率（小数点第3位四捨五

入）と、当該財政融資資金

貸 付 金 の 貸 付 利 率 が

0.01％未満の場合につい

ては、当該財政融資資金貸

付金の貸付利率とする。 

 財政融資資金の満期一括償

還5年以内の利率に0.5を乗じ

た率（小数点第2位四捨五入）

を当該財政融資資金の利率か

ら減じて得られた率とする。 

 ただし、当該財政融資資金

貸付金の貸付利率が0.01％以

上0.1％以下の場合について

は、当該貸付利率に、0.5を乗

じて得られた率（小数点第3位

四捨五入）と、当該財政融資

資金貸付金の貸付利率が

0.01％未満の場合について

は、当該財政融資資金貸付金

の貸付利率とする。 

償 還 時 期 

及 び 方 法 
年1回（5月20日）、半年賦元金均等償還 

年4回（4月・7月・10月の1日及

び1月4日）、同一会計年度内に

元金利息を一括償還 

注 短期貸付については、次の事業の利息を免除している。 

  ①地方財政法（昭和23年法律第109号）第5条第4号の災害応急事業、災害復旧事業及び災害救助事

業、②国又は東京都の補助金を受けている災害復旧事業等 
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ア  長期貸付の貸付状況 

令和4年度（令和4年5月20日貸付）貸付結果 

償還期間別 貸付団体数 貸付金額(千円) 貸付利率(年) 

償還期間5年以内   0 区   1 市    50,400      0.009％ 

償還期間10年以内 3 区   10 市   5 町村 2,573,800     0.1％ 

償還期間15年以内  2 区   950,000 0.3％ 

償還期間20年以内   8 区  11 市    6,208,500 0.3％ 

計 13 区   22 市   5 町村 9,782,700  

注 貸付団体は、償還期間別に重複する団体がある。 

 

イ  短期貸付の貸付状況 

令和4年度貸付結果  

貸付月別 貸付団体数 貸付金額(千円) 貸付利率(年) 

 4月1日貸付 

（災害対策事業） 

      1 町 140,000 免除 

     1 村 80,000 免除 

4月1日貸付 

（施設等整備事業） 
      1 町 360,000 0.03％ 

計         2 町 1 村 580,000  

注 4月1日貸付の1町（大島町）140,000千円、1村（三宅村）800,000千円は、災害応急事業・災害

復旧事業等により利息を免除している。また、施設等整備事業の１町（大島町）は、災害応急事

業と重複している。 

  

(2) 市町村振興宝くじ交付金の区市町村への交付事業 （定款第４条第１項第２号） 

平成13年度から収益金を区市町村に配分することを目的として、オータムジャンボ宝くじ（平

成29年度から「ハロウィンジャンボ宝くじ」に改称）が発売された。配分方法は、各区市町村に

均等に配分する均等割と10月１日現在の人口数に応じて配分する人口割を2分の1ずつの割合で区

市町村へ交付している。（✤その他詳細は、138ページ「3」を参照） 

   

(3) 区市町村振興共同事業助成 （定款第４条第１項第３号) 

○令和４年度事業 

  区市町村が共同して行う事業並びに区及び市町村で構成する団体の行う事業に対し、サマー

ジャンボ事業基金（以下「事業基金」という。）及び事業基金の運用益を充当し、次のとおり助成

した。 

 

ア 62区市町村が連携及び共同して行う事業 

（（アア））オオーールル東東京京6622市市区区町町村村共共同同事事業業「「みみどどりり東東京京・・温温暖暖化化防防止止ププロロジジェェククトト」」事事業業 

62区市町村が緑保全や温室効果ガス削減への取組において連携・共同することにより、各
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自治体や地域の特性に応じた自然環境保護、地球温暖化防止対策の推進を図るための特別区

長会、東京都市長会及び東京都町村会の共同事業に対し助成。 

     令和4年度は、「温室効果ガス標準算定手法の共有化推進」「各団体の実施する事業との連携」

「気候変動への適応策に関する調査研究」ほかの事業に対し、事業基金を充当して131,395,015   

円を助成した。 

 

イ 東京39市町村が連携及び共同して行う事業     

（（アア））多多摩摩・・島島ししょょ広広域域連連携携活活動動助助成成事事業業  

多摩・島しょ地域の市町村が立ち上げる新たな連携活動の支援、既存の連携活動の活性化、

市町村職員の交流及び人材育成、ひいては多摩・島しょの魅力を高める事業に対し助成。 

     令和4年度は、子ども体験塾事業、観光振興連携活動事業、一般連携活動事業に対し、事業

基金を充当して163,191,132円を助成した。 

（（イイ））東東京京3399市市町町村村のの自自治治にに関関すするる調調査査研研究究等等事事業業  

市町村の広域的・共通的な課題について調査研究を行い、多摩・島しょ地域の各市町村の

自治の振興に寄与する事業に対し助成。 

令和4年度は、自治体におけるケアラー支援の方策に関する調査研究、公と民の協働による

社会課題の解決に関する調査研究、自治体におけるナッジの活用に関する調査研究、基礎自

治体における行政評価の効果的、効率的な実施に関する調査研究等に対し、事業基金を充当

して104,604,000円を助成した。 

（（ウウ））多多摩摩2266市市自自治治推推進進事事業業  

多摩26市に共通する行政課題について、調査、研究、現地視察及び政策提言の提唱を行う

とともに、国や都などの関係機関に働きかけを行い、提言等の実現を図る事業に対し助成。 

令和4年度は、事業基金及び事業基金運用益を充当して141,620,000円を助成した。 

（（エエ））多多摩摩地地域域ペペーーパパーーレレスス化化・・デデジジタタルル化化推推進進事事業業  

多摩地域自治体のペーパーレス化・デジタル化を推進する事業に対し助成。 

令和4年度は、事業基金を充当して3,935,989円を助成した。 

（（オオ））多多摩摩・・島島ししょょ行行政政手手続続ののオオンンラライインン化化・・事事務務処処理理効効率率化化推推進進事事業業  

多摩・島しょ地域の市町村が実施する行政手続のオンライン化に関する事業を支援又は活

性化し、住民の利便性の向上と自治体業務の効率化を促進することを目的とした事業に対し

助成。 

令和4年度は、事業基金を充当して331,439,894円を助成した。 

（（カカ））東東京京都都町町村村自自治治推推進進事事業業  

    町村の行政課題に対する取り組みを支援することを目的とした、各種の調査研究事業。ま

た、自主的・主体的に地域活性化に取り組めるよう、地域活性化センターのデータベース活

用に係る経費に対し助成。 

令和4年度は、政務活動事業、調査研究事業、自治振興事業に対し、事業基金及び事業基金

運用益を充当して7,710,000円を助成した。 

（（キキ））西西多多摩摩及及びび島島ししょょ地地域域ペペーーパパーーレレスス化化・・デデジジタタルル化化推推進進事事業業  
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過去の町村長会議資料をデータベース化し、ペーパーレスによる情報活用機会を提供する

とともに、町村会事務のデジタル化を図り、その成果を町村に還元しデジタル化推進を図る

事業に対し助成。 

令和4年度は事業基金を充当して20,813,821円を助成した。 

 

ウ 23特別区が連携及び共同して行う事業 

（（アア））特特別別区区全全国国連連携携ププロロジジェェククトト関関連連事事業業  

各区及び23特別区が全国各地域と連携・交流をさらに深める契機となる特別区全国連携プロ

ジェクト関連事業を実施することにより、東京を含めた各地域の経済の活性化、地域の振興を

図る事業、及び被災地支援事業に対し助成。 

令和4年度は、事業基金を充当して80,844,464円を助成した。 

（（イイ））「「特特別別区区長長会会調調査査研研究究機機構構」」事事業業  

   特別区及び地方行政に関わる課題について、大学その他の研究機関、国及び地方自治体と連

携して調査研究を行うことにより、特別区長会における諸課題の検討に資するとともに、特別

区の発信力を高めることを目的に設置された「特別区長会調査研究機構」事業に対し助成。 

令和4年度は事業基金を充当して126,968,065円を助成した。 

（（ウウ））（（仮仮称称））東東京京区区政政会会館館別別館館（（特特別別区区職職員員研研修修所所））整整備備事事業業  

   23特別区職員の共同研修の場として、特別区職員研修所が入居していた東京区政会館別館の

整備事業に係る実施工事費等に要する費用を助成。 

令和4年度は事業基金を充当して1,656,717,717円助成した。 

 

エ 区市町村が共同して設置した団体が行う区市町村振興事業 

（（アア））特特別別区区のの自自治治にに関関すするる普普及及啓啓発発等等事事業業  

・  調査研究事業：特別区制度の調査研究、特別区の事務事業に係る法律上の紛争の調査研究 

・  特別区の自治に関する情報提供事業：資料の収集・管理・提供等 

・  特別区の自治に関する普及啓発事業：講演会の実施、展示等 

・  企画広報事業：刊行物の発行、ホームページの運営等 

・  地方行財研究会資料の提供事業：「地方行財政Web」による行政情報の提供 

・  特別区自治情報・交流センターの管理等 

令和4年度は、公益財団法人特別区協議会が実施する上記の事業に対し、事業基金及び事業

基金運用益を充当して139,600,000円を助成した。 

（（イイ））東東京京3399市市町町村村のの自自治治にに関関すするる実実態態調調査査及及びび普普及及啓啓発発等等事事業業 

・ 実態調査事業：多摩地域ごみ実態調査、多摩地域データブック作成など 

・ 市町村の自治に関する普及啓発事業：機関誌（ぐるり 39）・情報提供誌（ニュース・レ

ター）の発行、ホームページによる情報提供など 

・ 広域的市民活動への支援事業：広域的市民活動団体に会議室機器類等の提供など 

令和4年度は、公益財団法人東京市町村自治調査会が実施する上記の事業等に対し、事業基
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金運用益を充当して94,450,000円を助成した。 

 

オ 区市町村職員共同研修事業 

行政の専門職及び行政実務の専門家として求められる高度な専門的知識・技能等の向上を目的

として行われる、特別区職員及び東京都市町村職員の研修事業に対し助成。 

令和4年度は、特別区人事・厚生事務組合（特別区職員研修所）及び東京市町村総合事務組合

（東京都市町村職員研修所）が実施する共同研修事業に対し、事業基金を充当し、各組合に

35,000,000円を助成した。 

  

カ 日中友好交流事業 

東京都と北京市において、両都市の市民間の友好往来を増進し、経済、文化芸術、教育、科学

技術、都市建設などの面において多様な形による広範な交流を行うための友好交流事業に対し助

成。 

令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で友好代表団の派遣その他の事業が中止とな

り、助成執行実績は無かった。 

 

  

○令和５年度事業 

    区市町村が共同して行う事業並びに区及び市町村で構成する団体が行う事業に対し、事業基金

及び事業基金の運用益を充当し、令和4年度は次のとおり助成する予定である。 

ア 62区市町村が連携及び共同して行う事業 

(ア)オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」事業 

 予算額 134,410千円 

イ 東京39市町村が連携及び共同して行う事業 

(ア)多摩・島しょ広域連携活動助成事業 予算額 182,436千円 

(イ)東京39市町村の自治に関する調査研究等事業 予算額 129,933千円  

(ウ)多摩26市自治推進事業 予算額 321,314千円 

(エ)多摩地域ペーパーレス化・デジタル化推進事業 予算額  10,000千円 

（オ）多摩・島しょ行政手続のオンライン化・事務処理効率化推進事業 予算額 1,170,107千円 

(カ)東京都町村自治推進事業 予算額   7,710千円 

（キ）西多摩及び島しょ地域ペーパーレス化・デジタル化推進事業 予算額  23,000千円 

（ク）東京自治会館本館再整備事業に係るコンストラクション・マネジメント業務委託事業 

 予算額  52,000千円 

（ケ）東京自治会館オンライン化推進と市町村職員のデジタル人材育成等事業 

 予算額  20,000千円 
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ウ 23特別区が連携及び共同して行う事業 

(ア)特別区全国連携プロジェクト関連事業 予算額 134,362千円 

（イ）「特別区長会調査研究機構」事業 予算額 144,569千円 

(ウ)（仮称）東京区政会館別館（特別区職員研修所）整備事業 予算額  70,000千円 

 

エ 区市町村が共同して設置した団体が行う区市町村振興事業 

(ア)特別区の自治に関する普及啓発等事業 予算額 152,763千円 

(イ)東京39市町村の自治に関する実態調査及び普及啓発等事業 予算額 115,737千円 

（ウ）東京多摩移管１３０周年事業 予算額  28,000千円 

 

オ 区市町村職員共同研修事業 予算額  70,000千円 

 

カ 日中友好交流事業 予算額  17,000千円 

 

(4) 区市町村の振興に関する情報提供事業 （定款第４条第１項第４号) 

自治の振興に寄与することを目的として、区市町村の紹介などを主な内容とした区市町村の情

報誌「とうきょう 自治のかけはし」を発行し、区市町村職員及び一般住民が閲覧できるよう配布

している。 予算額   1,500千円 

令和4年度は、事業基金運用益を充当して3,000部発行した。事業費は1,445,000円。 

 

(5) 広報活動 

市町村振興宝くじの販売促進を図るため、広報活動を行っている。 

令和4年度は次の広報活動を行った。 

  

アア  ササママーージジャャンンボボ宝宝くくじじのの広広報報活活動動  

(ア)62区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼 

(イ)職員の福利厚生団体機関誌による広報 

(ウ)関係団体発行の広報誌による広報 

(エ)新聞広告 

朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報 

  (オ)ＭＸテレビによるＰＲ放映（15秒・50回放映） 

 

  イイ  ハハロロウウィィンンジジャャンンボボ宝宝くくじじのの広広報報活活動動  

(ア)62区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼 

(イ)職員の福利厚生団体機関誌による広報 

(ウ)関係団体発行の広報誌及び区市町村ＨＰによる広報 

(エ)新聞広告 

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報 
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